
大阪府青少年健全育成条例の一部改正について
いわゆる「自画撮り被害」の未然防止の観点から、何人に対しても、青少年に対し、当該青少年に係る児童ポルノ等の提供を求めることを禁止するとともに、青少年の判断能力の未熟さに付け込む悪質性の高い要求行為には罰則を設けました。
（平成31年4月１日施行。ただし、罰則については同年６月１日施行。）
【規制の内容】


【罰則】

■青少年の判断能力の未熟さに付け込む悪質性の高い要求行為を行った以下の者には30万円以下の罰金を科します。
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（青少年に児童ポルノ等の提供を求める行為の禁止）


第42条の２　何人も、青少年に対し、当該青少年に係る児童ポルノ等（児童買春・児童ポルノ禁止法第二条第三項に規定する児童ポルノ及び同項各号のいずれかに掲げる姿態を視覚により認識することができる方法により描写した情報を記録した電磁的記録その他の記録をいう。）の提供を求めてはならない。





■・要求されるままに青少年が画像を送信してしまえば、送信させた者は児童ポルノ禁止法（第７条第４項の製造罪）の処罰対象となる。（製造罪：３年以下懲役又は300万円以下罰金）


　・しかし、送信してしまってからでは画像の拡散リスクは永久に残ることになり、被害は救済されない。


■被害を未然に防止するため、送信（製造）の前段階である要求行為（青少年に裸の画像等を求める行為）を規制する。　


　▼親密なやり取りを重ね好意を抱かせた上で画像を要求するなど手口は様々であるため、方法の如何にかかわらず禁止


　▼交際相手や友人の場合であっても拡散リスク等があることから、要求相手との関係を問わず全ての人に対して禁止





第56条　次の各号のいずれかに該当する者は、30万円以下の罰金に処する。


（１）（２）略


（３）第42条の２の規定に違反した者であって、次のいずれかに該当するもの


イ　当該青少年に拒まれたにもかかわらず、当該提供を求めた者


ロ　当該青少年を威迫し、欺き、若しくは困惑させ、又は当該青少年に対し、対償を供与し、若しくはその供与の約束をする方法により、当該提供を求めた者









